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 連合総研では、上記委員会を設置し、企業あるいは事業所が業績管理と組織をどのように改革

してきているのか、また、しようとしているのか、それにともなって仕事と働き方と処遇がどの

ように変化してきているのか、さらに、その背景には、どのような人事管理政策の変化があるの

かを明らかにすることとした。業績管理、組織、仕事と働き方と処遇の変化を労働組合がどのよ

うに受けとめ、それにどのように対応しているのかにも焦点を当てている。 

 本報告書は、その中間報告として、当研究委員会にて実施した「企業と職場の変化」に関する

アンケート調査を分析したものである。 

 調査・分析の結果、以下のことがわかった。第一に、業績管理との関連では、企業はステーク

ホルダーとして株主・資本家を重視する傾向を強め、そうした企業になるほど、全体レベルでは

市場評価に関連する指標を重視する業績管理を、部門レベルではより業績管理をとっていること。 

第二に、主要な組織改革は、マスコミを賑わす分社化、合併・買収、事業分割などではなく、外

からでは見えにくい組織の整理・統合・スリム化であること。第三に、労使ともに経営戦略との

リンクの強化と労使コミュニケーションを重視しているが、企業は成果主義を思考する人事管理

を、労働組合は長期安定雇用や生活配慮型の処遇決定などの伝統的な政策を重視すべきだと考え

ていること。第四に、労使ともに仕事量が拡大し、他方で範囲、質、責任度、必要能力のいずれ

からみても高度化し、仕事の評価と処遇は仕事と成果に基づいて決定されるが、一方で、労働者

の人事評価、賃金、昇進に対する不満というモチベーションの問題が高まっているとみているこ

と。以上である。 
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